
39 

１１ 具具体体的的なな取取りり組組みみ

本計画の目標を達成するため、取り組み項目に基づいた具体的な内容は、以下のと

おりとします。 

ア 潟固有の水生植物が生育しやすい環境をつくる 

背
景

佐潟に生育する湿地特有の水生植物は、すでに長い間佐潟を取り巻く自然環

境に適応し、佐潟固有の植生を形成している。これまでの調査から、水辺に特

徴的な水湿生植物は、抽水植物 35 種、浮葉植物 9種、沈水植物 8 種、浮遊植物

6 種の水生植物計 58 種と湿地植物 114 種の合計 172 種が確認されている。オニ

バス、ミズアオイなどの希少水生植物も自生しているが、かく乱などによって

埋土種子※が一時的に大群落を形成することがある一方で、ハスやヒシの発生消

長も年による大きな変化が見られる。 

また、自然生態観察園は、様々な動植物を観察する場所として維持管理され

ているが、希少動植物が生息・生育する場所としても重要であり、水生植物な

どが生育しやすい環境づくりを行う必要がある。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①水位管理による水生植物の保全

佐潟の湖底に堆積したドロを取り除くために 2014 年度(平成 26 年度)、2015

年度(平成 27 年度)の 2ヵ年にかけて機械を用いた浚渫を実施し、人為的なかく

乱を行った。また浚渫した際に排出された土壌には種子などが含まれており、

埋土種子から発芽した植物の生育状況を確認した。 

②ヨシ原の適正な管理 

2007 年度(平成 19年度)から、地元コミュニティ協議会の協力のもと約 1.5ha

でヨシ刈り及び水路（ど）の整備を行ってきたが、2015 年度(平成 27 年度)から

基本的な方針Ⅰ  

生態系の変化や水質汚濁など、環境上の諸問題に対しては、佐潟の自然環境が持つ

浄化能力を活かした方法で解決することを基本としながら、かつて里潟として人の手

が加えられていたように、人との関わりのなかで多くの動植物が生息・生育する環境

を守り育てていく。  

保全・再生 

（１）多種多様な動植物が生息・生育しやすい環境づくり 

第３章 具具体体的的なな取取りり組組みみ
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こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

は刈り取り面積を約 2ha に拡大し、また水路(ど)も新たに復元した。刈り取っ

たヨシは、農業者が堆肥として利用してきた。またヨシ刈りにともない、水路

（ど）の復元・整備によって出現した希少植物を調査した。 

コミュニティ協議会からの積極的な協力のもとで実施してきたが、ヨシ刈り

の効果を検証するために、ヨシ刈りは 2018 年度(平成 30 年度)から一旦休止と

している。 

③自然生態観察園の活用 

従来の植生モニタリング調査や除草、除根など水生植物などが生育しやすい

環境づくりを行うとともに、2017 年度(平成 29 年度)からは、自然生態観察園の

一部においてエコトーンの復元事業を行っている。これまでに潟普請との連携

や浚渫土壌の搬入、水質調査、希少植物の移植などを行い、生物多様性の豊か

な環境づくりを行っている。 

効
果
又
は
課
題

①水位管理による水生植物の保全 

様々な水生植物が生育できる水位管理の方法を検討する必要がある。 

②ヨシ刈りの継続とヨシの利活用 

ヨシ刈りを休止することで乾燥化がすすみ、植生遷移が進行することが懸念

される。また、刈り取ったヨシを地域資源として、その利活用の方法を検討す

る必要がある。 

③自然生態観察園の活用 

自然生態観察園にエコトーンを整備することで、佐潟で生育する希少植物が

身近に観察できるようになってきた。 

今
後
の
取
り
組
み

①水位管理による水生植物の保全 

水質の改善を図りながら、水生植物の生育に効果的な水位管理を検討する。

②ヨシ原の適正な管理 

 ヨシ刈り休止後の環境を追跡調査しながら、2017 年度(平成 29 年度)まで実施

してきたヨシ刈りの効果を検証するとともに、ヨシを資源として活用する方法

も検討し、潟資源の持続可能な利用につなげ、適正な管理を行っていく。 

③自然生態観察園の活用 

2017 年度(平成 29 年度)から行っているエコトーンの整備を計画的にすすめ、

希少植物をはじめとした水生植物の生育環境を保全しながら、自然観察や環境

学習などに利活用できるよう維持管理を行っていく。 

実施主体 
地域課 

水鳥・湿地センター

地域住民 有識者 市民団体 建設課 

環境政策課
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イ 希少動植物をはじめとして、生物多様性の豊かな環境をつくる 

背
景

佐潟では、国のレッドリスト、本市のレッドデータブックに掲載されている

動植物が多数確認されている。植物では、レッドリスト(環境省 2018)及びレッ

ドデータブック（新潟市 2010）で絶滅危惧Ⅱ類であるオニバスの群落が国内の

分布の北限に近く、国内有数の群落規模を誇っている。また、鳥類ではレッド

リスト(環境省 2018)絶滅危惧ⅠB類、レッドデータブック(新潟市 2010)では準

絶滅危惧であるチュウヒが越冬しており、佐潟の生態系の頂点に位置している。

これら希少動植物の保全・保護をはじめとした、佐潟全体における生態系の保

全が求められている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

○適切な維持管理

自然生態観察園のエコトーンの整備や水路(ど)の復元などにより様々な動植

物が生息・生育できる環境復元を行った。また、佐潟水鳥・湿地センター脇で

は、希少植物の展示・解説を行い、来訪者に希少植物を知ってもらうきっかけ

づくりを行った。 

また、自然体験事業の一環としてヨシ原に水田を復元し、稲の栽培とあわせ

てミズアオイの生育が確認できるようになった。 

効
果
又
は
課
題

①希少植物の衰勢 

かく乱によって出現した希少水生植物は、一時的に大群落を形成するが、そ

の後、継続して手を入れなければ、少しずつ衰退し姿を見せなくなってしまう。

このことから、希少植物の生息・生育状況を把握するためのモニタリング調査

を継続して実施し、生育状況を確認する。 

②地域住民の理解と協力 

生態系の保全の重要性とその手法を来訪者や地域住民に理解してもらう。 

今
後
の
取
り
組
み

○適切な維持管理 

 適切な維持管理を行うための基礎資料として、定期的にモニタリング調査を

実施し、どのような希少動植物が生息・生育しているかを把握する。また、佐

潟で見られる様々な動植物の生息・生育環境を保全するため、周辺の砂丘地や

角田山をつなぐ「緑の回廊」の形成に向けて、生物多様性の豊かな環境づくり

を進めるための具体的な方法を検討する。 

自然生態観察園では、エコトーンを創出して生息・生育場所を整備するとと

もに、確認された希少動植物が、継続的に生息・生育できるような自然環境の

維持管理方法を検討する。 

実施主体 有識者 市民団体 建設課 環 境 政 策 課
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◆実施主体凡例 

…新潟市西区役所 

…関係団体 

…地域住民・市民団体・有識者 …新潟市役所 

…関係機関 

潟端の田んぼとミズアオイ 

夕暮れの佐潟 
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ウ 外来動植物が生息・生育しないための効果的な駆除対策を行う 

背
景

 佐潟では 2011 年(平成 23 年)に特定外来生物のアレチウリの生育が確認され

たが、これまでも重点対策外来種であるセイタカアワダチソウといった、他の

植物の生育環境を脅かす外来種が侵入している。多種多様な動植物が生息・生

育する生態系を維持していくために、在来種に影響を与える外来種については

効果的に駆除活動を行う。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①特定外来生物アレチウリの駆除・啓発 

2011 年度(平成 23年度)の佐潟周辺植生調査によって、佐潟で 2ヵ所、御手洗

潟では 1 ヵ所でアレチウリの生育が確認された。これを受け、2012 年度(平成

24 年度)から引き抜きによる駆除を行ったところ、2017 年度(平成 29 年度)には

生育が見られなくなった。 

②重点対策外来種セイタカアワダチソウの駆除 

セイタカアワダチソウへの対策は、公園管理の一環として公園管理区域内に

おいて５月から 11月にかけて年１～３回の抜根作業または機械除草を実施して

いる。秋は花をつける前に除草を行い、種子の飛散を防いでいる。 

効
果
又
は
課
題

①アレチウリの生育状況確認 

アレチウリは、定期的な駆除作業の実施により生育が確認できなくなり、一

定の効果が見られた。なお、種子の発芽には複数年かかることもあり、今後も

生育状況を確認していく必要がある。 

②セイタカアワダチソウ群落の動向確認 

セイタカアワダチソウは、依然として潟周辺に群落を形成しており、群落の

動向などを見ていく必要がある。 

今
後
の
取
り
組
み

○外来種の生息・生育状況の把握及び駆除 

特定外来生物を中心に、佐潟及び周辺地域で生息・生育する外来種の状況を

定期的に把握する。その中で、佐潟の生態系に影響を及ぼすと懸念されるシン

ワスレナグサやシラホシムグラ、ウシガエル、ミシシッピアカミミガメなどの

外来種については、他の動植物への影響や駆除の効果を検証しながら、適切な

時期に効果的な駆除を行うことで、生息・生育域の拡大を防ぐ。また、あわせ

て来訪者や周辺地域住民への啓発活動を進める。 

実施主体 水鳥・湿地センター地域住民 市民団体 建設課 環 境 政 策 課
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エ 鳥類が生息しやすい環境をつくる 

背
景

これまでの調査から 20 目 48 科 210 種の鳥類が確認されており、このうちコ

ハクチョウなどガンカモ類をはじめとした水鳥が約半数を占めている。これ以

外にも、ヨシ原で越冬するアオジ、オオジュリンや、人家周辺に生息するヒヨ

ドリ、スズメなどの種が出現している。また、注目される種類として、オオタ

カ、チュウヒ、オジロワシ、マガン、オオヒシクイ、トモエガモなどが確認さ

れている。 

 佐潟は市内有数のコハクチョウの越冬地で、その越冬数は近年増加傾向にあ

り、多い時には 1 万羽が記録されている。ハクチョウ類やガンカモ類の越冬に

は、ねぐらとして安心して休息できる環境と、日中に採餌できる周辺の田園環

境の両方が重要である。 

また、違法釣り人による潟周辺の踏み荒らしや釣り糸の放置など、鳥類への

悪影響が懸念されている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①生息状況の把握

 国指定鳥獣保護区管理員の定期的な鳥獣保護区内の巡回により、鳥獣の生息

状況の調査を行った。また、佐潟では定期的な標識調査を実施している。 

佐潟水鳥・湿地センターでは、ボランティア解説員や観察者などから確認し

た種類の情報提供を受けた。 

②人為圧対策

野鳥観察は、鳥類に負荷をかけない方法を観察者に理解してもらうとともに、

実践することが重要であり、佐潟水鳥・湿地センターでは、来館者に対する啓

発活動を行った。 

また、漁業者は、ハクチョウ類やガンカモ類がねぐらとして利用する環境を

維持するため、漁の時間帯に配慮した。 

③ルアー釣りへの対応 

 新潟市都市公園条例に規定する、佐潟公園内でのルアー釣り禁止を踏まえて、

ルアー釣りの禁止看板を設置し、随時パトロールを実施するとともに、条例違

反の釣り人に対して指導を行った。 
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効
果
又
は
課
題

①水鳥の生息環境の保全 

ハクチョウ類などの飛来数は市内の潟でも有数を誇り、水鳥のねぐらとして

良好な環境が維持されている。また、採餌場である周辺の田園環境も重要であ

ることから、一体的な保全が必要である。 

②ルアー釣りへの対策 

ルアー釣りは、新潟市都市公園条例により禁止されているが、条例違反の釣

り人の来訪は後を絶たない。このことから、佐潟水鳥・湿地センターをはじめ

とした行政や市民団体が連携してルアー釣りを監視・注意するための体制づく

りが必要である。 

今
後
の
取
り
組
み

①生息状況の把握

佐潟では、今後も鳥類の確認種が増える可能性があり、飛来状況の定期的な

モニタリング調査を引き続き実施する。また、調査とあわせて関係者間で情報

を共有し、鳥類相を把握する。 

②人為圧対策

多くの人がハクチョウ類の飛来時期にあわせて来園するため、引き続き観察

方法などの啓発活動を行う。また、漁業者は鳥類との共存関係を維持する。 

③ルアー釣りへの対応

釣り人に対し、ルアー釣りの禁止行為を周知徹底する必要がある。また、佐

潟水鳥・湿地センターをはじめとした行政や市民団体が連携して監視・注意す

るための体制を構築する。 

④佐潟周辺を含めた生息環境の保全

国指定佐潟鳥獣保護区の周辺では、今後、新潟中央環状道路の延伸が予定さ

れている。このような大規模開発を踏まえ、鳥獣保護区の区域外の開発や土地

の改変などの行為についても、必要に応じて事業実施者と鳥類の専門家などが

事前に意見交換を行い、その結果を行為に反映することで鳥類の生息環境の保

全に努めていく。 

実施主体 
環境政策課地域課 

環境省 公園水辺課

水鳥・湿地センター市民団体 建設課 
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オ 魚介類が生息しやすい環境をつくる 

背
景

これまでの調査結果から、魚類 14 種、貝類・甲殻類 11 種が確認されている。

魚類のうち、コイ、フナ類、ウナギは、古くから生息する漁業権魚種であり、

カムルチー（雷魚）、トウヨシノボリ、タイリクバラタナゴなどは移入種である。

かつては、新川からイトヨなどが遡上していたが、水門が設けられてからは、

見られなくなった。 

 魚類の生息環境としては、ある程度の水深や水際の植物帯が重要である。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

○水産資源の維持 

漁業権魚種（コイ、フナ類、ウナギ）の資源維持のため、赤塚漁業協同組合、

水産林務課が、幼魚放流を実施している。 

効
果
又
は
課
題

○水産資源の維持 

漁業権魚種（コイ、フナ類、ウナギ）の資源確保をすすめるとともに、稚魚

放流時などのカワウの食害を防ぐ取り組みを検討する必要がある。

今
後
の
取
り
組
み

○生息環境の維持管理 

 毎年実施している「漁業協同組合の現況調査」を引き続き行い、赤塚漁業協

同組合の漁業実績（魚種別漁獲量）の調査とともに、佐潟に生息する漁業権魚

種の資源量を把握する。さらに、漁業者と行政が連携を図ることにより、佐潟

に生息する魚介類の生息環境改善につなげていく。また、カワウに関しては、「新

潟県カワウ管理計画」を踏まえて増加を抑制する広域的な取り組みに参加する。

実施主体 建設課 漁業協同組合 農村整備・水産課

佐潟での漁の様子 
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カ ブラックバスなどを入れさせない防止活動を進める 

背
景

 全国各地で人為的な外来種の移入によって、生態系に大きな悪影響が生じて

おり、本市の湖沼や河川も同じ状況である。しかし、佐潟では流入河川がない

ことから、人為的な移入行為がない限り、ブラックバスやブルーギルが生息す

ることはない。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

○密放流防止の啓発 

 密放流防止の啓発看板を設置し、佐潟水鳥・湿地センター来館者への啓発活

動を行っている。 

効
果
又
は
課
題

○魚介類調査 

 地域住民や市民団体などによるこれまでの調査では、ブラックバス及びブル

ーギルは確認されていないが、密放流による移入が懸念される。 

今
後
の
取
り
組
み

○密放流防止の啓発や定期的な調査の実施

地域住民、市民団体、佐潟水鳥・湿地センターなどの連携による啓発活動や

魚類相の定期的な調査を実施する。 

実施主体 
農村整備・水産課

水鳥・湿地センター地域住民 市民団体 建設課 漁業協同組合

密放流防止啓発看板 
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キ ゾーニングの手法を用いて守り育てる環境保全方法を検討する 

背
景

 本市では、1983～1985 年(昭和 58～60 年)に佐潟周辺用地（約 25.1ha）を買

収し、1993 年(平成 5 年)に都市計画公園として都市計画決定、事業認可を受け

るとともに、佐潟公園基本計画を策定し公園整備に着手した。また、同年から

佐潟公園整備計画検討委員会を新たに組織し、公園整備に関する検討を行い、

「佐潟公園整備計画」を 2002 年(平成 14 年)に策定し、同計画に基づいた公園

整備を行ってきた。同計画では、2001 年度(平成 12 年度)に制定された「佐潟周

辺自然環境保全計画（第 1次計画）」の考え方に基づき、佐潟の自然環境に配慮

しながら整備を行うこととしている。これにともない同計画では、コウド再生

ゾーン※、水田環境復元ゾーン、自然保護ゾーンなどが示され、これを基本とし

て整備が進められた。 

その後、2006 年(平成 18 年)に佐潟公園の整備が完了したことにともない、佐

潟公園整備計画検討委員会は終了した。同年、地域住民、市民団体、有識者、

行政からなる「佐潟周辺自然環境保全連絡協議会」を設置した。同協議会では

整備計画の考え方に基づいたゾーニング案を検討した(図 9)。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

○協議会での検討 

第 2期計画までは、「人の手を加える」保全方法と「人の手を極力加えない」

保全方法の双方の主張をもとに議論を交わしてきた。第 3 期計画では、佐潟は

里潟として人の手を加えながら保全活動をすすめる方針が示されたが、ゾーニ

ング案では、佐潟公園内を保護と保全のゾーンに分け、人の手を加えながら守

るところ(保全ゾーン)と人の手をできるだけ加えずに自然の力で守るところ

(保護ゾーン)とに区分し、その考え方や範囲を協議した。なお、案では今後検

討すべきゾーンが示された。 

図 9 佐潟ゾーニング図(案) 
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効
果
又
は
課
題

○保全と活用の内容検討 

 人の手を加える保全方法は、ラムサール条約の理念である「賢明な利用(ワイ

ズユース)」が前提であり、過度な利用による自然環境の悪化(オーバーユース)

を招かないことを踏まえた検討が必要である。 

今
後
の
取
り
組
み

○ゾーニングによる環境保全方法を引き続き検討 

本計画にある「保全」と「賢明な利用(ワイズユース)」の双方の視点を踏ま

え、佐潟の自然環境を将来的に維持しながら、ラムサール条約湿地の先進地と

して国内外に発信できるゾーニングのあり方を検討する。 

実施主体 環境政策課 公園水辺課建設課 
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ア 緑地帯を保全する 

背
景

 緑地帯とは、佐潟北西岸に配置する防風林一帯をいい（図 10）、風上側の砂丘

畑が冬季に裸地となることから、飛砂が潟に波及して水域面積が縮小されるこ

とを防ぐため、維持管理している。しかし、これまでの調査結果では、その飛

砂量は海岸線などに比べればはるかに少なく、飛砂による潟の湖岸線への影響

は見られない。この理由として、佐潟が砂丘背後に位置することや、湖岸に残

された植生帯の存在が飛砂移動の影響を軽減していると考えられる。 

 また、この緑地帯は、佐潟の景観に寄与するとともに、猛禽類をはじめとし

た鳥類の採餌場、昆虫などの生息場所として生態系の維持に貢献しており、周

遊道路と潟との緩衝帯として潟の水鳥にも恩恵をもたらしている。 

佐潟公園内では、これまでマツノザイセンチュウによる松枯れの被害によっ

て、植林したクロマツの集団枯損が問題とされてきたが、近年は松枯れにより

クロマツの残存本数が減少したことで、松枯れの被害も減少している。 

図 10 緑地帯の構成 

(２) 佐潟及びその周辺を含めた地域環境の保全 
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こ
れ
ま
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の
取
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○緑地帯の回復 

松枯れに代わる緑地帯の整備として、タブノキなど常緑樹を中心とした植栽

を行った。植栽した樹木の生育状況を見ると、クロマツの生育が悪い場所でも

混植した広葉樹の生育は良い。エノキなど周辺からの広葉樹の侵入も比較的多

く、クロマツ林が疎林化した場所でも樹高 6～7ｍの広葉樹林帯が成立しており、

潟に飛砂が波及する危険性は低くなっている。 

効
果
又
は
課
題

○緑地帯の維持・管理 

タブノキは順調に生育しているが、タブノキを食樹とするホシベニカミキリ

の発生が確認されるようになった。また、緑地帯には林床植生が密になってい

る箇所もあり、今後は成長した広葉樹林の除伐※、間伐※など緑地帯の整備が必

要である。 

今
後
の
取
り
組
み

○多様な樹種構成による緑地帯の維持管理 

 松枯れにより植栽したクロマツは激減したものの、クロマツに代わる常緑樹

を中心とした樹木が生育していることから、これら樹木の維持管理を行う。あ

わせて、松枯れをはじめとして枯損木により裸地となった箇所には、必要に応

じて常緑樹を中心に植栽を行いながら緑地帯を回復させる。佐潟周辺の海岸保

安林や周辺砂丘地では、現在も松枯れの被害が引き続き発生していることから、

クロマツを植栽する際には抵抗性マツを導入して整備する。 

 以上を踏まえながら、防風林の役割を果たすだけではなく、佐潟周辺の豊か

な自然環境を創出できるよう、効果的かつ計画的な緑地帯の造成を行う。 

なお、植栽は佐潟の生物多様性の保全も考慮し、周辺地域に植生している樹

種を選定するとともに、可能な限りその樹種の苗木も新潟県内で育種されたも

のを活用する。 

実施主体 建設課 

自然生態観察園 
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イ 佐潟の水質を現在より少しでも改善する

背
景

佐潟は、砂丘生成と同時期に砂丘間のくぼ地に形成された湖で、その水は周辺

砂丘地からの湧水や雨水によって供給されている。これまでに佐潟をめぐる地下

水の挙動や水収支に関する調査・解析がなされ、佐潟の集水域の面積は約 350ha

と推測されている。そのうち約 8割が農地として利用され、すいか、ねぎ、だい

こん、葉たばこなどが栽培されている。これらの栽培時に使用される肥料の成分

が地下水へ浸透するため、佐潟は周辺の農業活動に影響され易い環境となってい

る（図 11）。 

図 11 佐潟の集水域 

出典：平成 9年度佐潟周辺地下水調査、新潟市環境対策課、1997

 佐潟周辺の地下水は、硝酸態窒素濃度が高く、砂丘地に広がる農地からの溶脱

が原因と考えられている。潟内の窒素濃度は、地下水や湧水の影響を最も受ける

上潟や流入水路の上流側で高く、下流に行くにしたがって低い値となるため、窒

素は地下水を経由して佐潟へ流入している。また、佐潟のリン濃度は、富栄養化

が進行した他の湖沼での濃度に比べても著しく高い値となっている。リンの供給

源は、主に潟内の底泥からの溶出であり、湖面に繁茂する植物の遺骸の影響も指

摘されている。佐潟の生物生産性は高く、その分解過程にある骸泥※が潟全域に

堆積している。 
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①水質調査の実施 

佐潟の水質状況を把握するため、月に一度、水質調査を実施している。調査

地点は図 12 の 5 地点である。 

図 12 佐潟水質調査地点 

【測定項目※】 

pH、溶存酸素量、生物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量（COD）、溶解性化

学的酸素要求量、懸濁物質、クロロフィル a、全窒素（T-N）、全リン

②ヨシ原の適正な管理をはじめとした地域住民の取り組み 

・「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」の実施 

かつて、農業をはじめとしたすべての用水に佐潟の水を利用していた頃には、

潟にたまったドロや枯れた水草を取り除く一斉清掃を「潟普請」として地域住

民が総出で行っていた。現在は、この「潟普請」を、地域住民が現代版として

実施している。 

「潟普請」の実施主体は、地域住民によって組織された「佐潟クリーンアッ

プ実行委員会」であり、春に行われる佐潟周辺のクリーンアップ活動と秋に行

われる観察舎脇の「ヨシ刈り」、佐潟橋付近の「ドロ揚げ」の計 2回を毎年実施

している。この活動によって、中学生をはじめとした多くの地域関係者等が、

潟への関わりを深め、水質改善など佐潟の環境保全活動に取り組んでいる。 

・ヨシ刈り 

佐潟の水質改善の一手段として、2007 年度(平成 19 年度)から水質浄化の働き

をもつヨシの刈り取りを下潟の一部区域（約 1.5ha）で行い、窒素・リンなどの

栄養塩類を潟外へ排出してきた。2015 年度(平成 27 年度)からは、刈り取り面積

を約 2ha に拡大したが、ヨシ刈りは、2018 年度(平成 30 年度)から効果を検証す

るために一旦休止としている。

流入水路下流 

流入水路上流 
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こ
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③環境保全型農業の推進 

周辺農地の施肥にともなう窒素成分の流出を抑制するため、農業者は栽培指

針に定められた基準施肥の遵守と、有機質肥料や緩効性肥料の使用などによる

環境保全型農業を推進している。 

④効果的な水質改善手法の検討・実践 

・大型機械を用いた浚渫事業の実施 

佐潟の水質改善の一手段として、2014，2015 年度(平成 26，27 年度)の 2ヵ年

で，浚渫延長 340m（幅 6m，深さ約 1m）、2,050  のドロを浚渫した。浚渫場所

は図 13 のとおり。 

図 13 佐潟舟道浚渫実施箇所 

・水門ドロばきの活用検討 

 2016 年度(平成 28 年度)から水門に付随する「ドロばき」を開門し、ドロの排

出状況調査等を行った。ドロばきの開門前と開門後で、縣濁物質や有機物を含

んだ湖水がどの程度排水されるか計測したところ、両者で大きな違いは見られ

なかったものの、開門後に上流で撹拌すると測定値に変化が見られた。 

図 14 佐潟水門ドロばき
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・佐潟水深、湖底底泥量堆積調査 

 2018 年度(平成 30 年度)には、佐潟の水深と湖底に堆積している底泥量の調査

を行った。佐潟の湖底に堆積している底泥量の結果は、図 15 のとおりである。

図 15 佐潟底泥の堆積状況 

効
果
又
は
課
題

①水質の状況 

水質改善に向けて、これまで様々な取り組みを行ってきたが、劇的な改善に

は至っていない。 

・COD（化学的酸素要求量） 

他の湖沼と比べて非常に高く、下流部と中流部で特に高い値を示している（図

16）。季節変化では、夏期にアオコの影響で高くなる傾向がある。 

図 16 COD の年平均値 
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・T-N（全窒素） 

全窒素は、硝酸態窒素の動態に影響されており、これは周辺農地からの肥料

成分の流入によるものである（図 17）。季節変化では、冬季に高く夏期に低い傾

向がある。これは、夏期では脱窒※や潟内の植物による吸収の影響が大きいと考

えられる。 

図 17 T-N の年間平均値 

②ヨシ原の適正な管理をはじめとした地域住民の取り組み 

刈り取ったヨシは、農業用の堆肥として利用されているが、湖外に継続して

搬出できるよう積極的な利活用について検証する必要がある。 

③環境保全型農業の推進 

佐潟の自然環境保全に向けて、地元農業者の理解のもと周辺農地において環

境保全型農業を推進する必要がある。 

④効果的な水質改善手法の検討・実践 

第 3 期計画では、これまで実施することがなかった大規模な浚渫事業を初め

て行った。浚渫事業では、水質改善には至らなかったが、湖底の底泥除去は引

き続き必要であるため、費用面と環境面を考慮した有効な手法の検討が課題で

ある。 
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①水質調査の継続実施 

 引き続き、佐潟の 5ヵ所（上流、中流、下流、流入水路（ど）上流側、流入

水路（ど）下流側）及び御手洗潟の 3ヵ所（上流、中流、下流）の生活環境項

目等 9項目を毎月 1回測定を行うとともに、ホームページにて数値を公開する。

②ヨシ原の適正な管理をはじめとした地域住民の取り組み 

地域住民の知恵と経験を活かした現代版の潟普請を継続して取り組む。また、

子ども体験活動の一つである潟端水田の継続に加え、学校教育田を潟端で再現

するなどして、稲が吸収した窒素、リンなどの栄養塩類を潟外へ排出する。あ

わせて、ヨシを資源として活用する方法を研究しながら、ヨシ刈りの実施を検

討していく。 

この他、潟の資源となるコイ・フナ・ウナギ漁、ハスの根・ヒシの実採りを

積極的に行っていくことで、栄養塩類を取り込んだ生物を潟外へ排出する。

③環境保全型農業の推進 

佐潟の集水域に係る水源環境の保全を含め、自然環境への配慮を行うことが

必要であることから、今後も引き続き、堆肥の施用を推進し、土壌の保肥性・

保水性の向上を図るとともに、適正な施肥及び環境保全型農業を推進すること

で、砂質である周辺農地からの窒素の溶脱を軽減させる。 

一方、環境に配慮した生産活動を推進するためには、生産者だけでなく消費

者が環境に配慮した生産活動を理解し、その活動によって作られる農作物を購

入することが重要であるため、消費者への啓発などを検討する。 

④効果的な水質改善手法の検討・実践 

佐潟では、2ヵ年をかけて大規模な浚渫事業を実施したが、湖底にはまだ多く

の堆積物が残っており、今後も引き続きドロあげを実施する必要がある。また、

浚渫を実施する際には、底泥中のリンの溶出量の増加などによる一時的な水質

悪化を引き起こす恐れがあるため、影響を最小限に抑えながら効率がよいドロ

あげ方法を検討する必要がある。 

 水門ドロばきは、湖底の泥の排出に一定の有効性があるため、地元関係者と

連携しながら積極的に活用する方法を検討する。また、将来的に水門を改修す

る際には、底泥の排出を考慮した構造の水門改修も候補に入れながら検討して

いく。 

 佐潟の水質悪化によるアオコの発生を抑えるため、全国の他湖沼における改

善事例などを調査し、佐潟で活用可能な事例については、協議会で具体的に検

討しながら導入を図る。 

実施主体
地域住民 市民団体 建設課 

農林政策課農政商工課

漁業協同組合 農業協同組合

環境政策課 環境対策課
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ウ 適正な水位管理を実施する 

背
景

佐潟は、下流域の水田の農業用水として利用されてきたが、近年用排水路の

整備が進み、かつてほどの重要性はなくなってきている。しかし、現在でも代

かきや花水※として利用されることもあり、水門の管理は昔から住民が行ってい

る。1981 年(昭和 56 年)時点では、佐潟の水位管理は次のようになされていたよ

うである。 

・11 月～翌年 3月中旬…水門を開け、水位を下げて漁業を行う。 

・5 月中旬～6 月中旬…水門を閉じ、潟水位を田面上まで上げて雑

草を腐食させる。 

・6月中旬～    …潟水位を下げて、田植えを行う。 

現在の水位管理は、夏場の渇水対策、水質汚濁対策、植生管理、魚類の生息

環境、地域住民の利水環境を考慮し、図 18 の通りの標準水位が設定されている。

図 18 標準水位の標高 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①標準水位に沿った水位管理 

24 時間自動計測及び目視により水位の計測を行い、標準水位を踏まえ、実状

にあった水門管理を実施した。 

②上潟の水位管理の検討 

 適宜中央水路を確認し、水位管理を行った。 

標
高(
ｍ) 
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①下潟の標準水位 

第 3 期計画では、標準水位に代わる水位管理を行う場合には議論が必要とし

ており、現在、佐潟ではワイズユースを実践する様々な取り組みが進められて

いるが、その中には、事前に水位を調整する必要があるものもある。この場合

は、これまでの標準水位に沿った管理では取り組みの結果に影響が出るものも

あり、新たな水位管理の方法を議論する必要がある。 

②上潟の水位管理の検討 

上潟周辺は近年陸地化が進んでおり、これまで湿性植物の生育域であった箇

所が陸性植物に浸食されている。したがって、陸地化を防ぐとともに湿性植物

を保全するため、効果的な水位管理の議論が必要である。 

今
後
の
取
り
組
み

①下潟の水位管理 

現在の標準水位による管理を見直し、年間を通した佐潟の取り組みをもとに、

その中で最適な年間の水位状況を示しながら、新たな標準水位の方針を利害関

係者とともに引き続き検討する。検討後の方針は、5年程度試行して効果を検証

する。 

②上潟の水位管理の検討 

上潟周辺は、ヤナギやセイタカアワダチソウが繁茂し、潟の周辺には陸地化

の傾向が見られる。外来種のセイタカアワダチソウは、発芽期に浸水すると生

育不良になるという実験結果も報告されていることから、上潟の生物多様性を

保全するうえで、効果的な水位管理のモデルを検討する。 

また、上潟の水位は下潟の水位と連動するため、上潟・下潟一体的な水位管

理が必要である。 

実施主体 環境政策課建設課 水鳥・湿地センター

佐潟探検隊（さかたん）活動の様子 
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エ 佐潟及び御手洗潟を一体的にとらえ、その周辺を含めた広域的な保全を行う 

背
景

 佐潟の魅力のひとつは、雄大にそびえる角田山を背景に、周辺に広がる砂丘

畑と、様々な生きものが織りなす四季折々の営みが、すばらしい景観として人々

に安らぎを与えていることである。このすばらしい自然景観を保全するため、

佐潟を含む周辺地域は、自然公園法第 3 種特別地域に指定されているほか、無

秩序な開発の抑制や農業振興など様々な目的で法令や条例によって大規模な開

発行為が抑制されている。 

一方、佐潟や御手洗潟の周辺湿地部には、農業残さやマルチ資材をはじめと

した農業用廃プラスチックなどの投棄も見受けられ、悪臭や景観上、問題とな

っている。 

 また、砂丘間に位置する佐潟は、外部から流入する河川はなく、その水は周

辺砂丘地からの湧水や雨水によって供給されていることから、周辺の砂丘地を

含めた保全も重要である。佐潟の集水域（350ha）の 8割が農地として利用され

ており、その際に地下水を汲み上げて散水している。潟周辺には 40 本程度の井

戸があり、20～30 本が昼に揚水され、残りは夜に揚水されており、最大揚水能

力は 600～700L/分とされている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①大規模な開発行為などの制限 

 周辺での開発にあっては、各種法令や条例に基づき適切な指導、許認可を行

うとともに、関係機関と協力して環境を保全してきた。 

・自然公園法 

佐潟を含む周辺地域は、佐渡弥彦米山国定公園の第 3 種特別地域内（p.2）に

あり、区域内における建物などの新築や樹木の伐採、土砂の持ち出し、土地の

形状変更などが規制されている。開発や環境の改変などにあっては、県知事ま

たは市長の許可が必要となる。 

・新潟市景観条例 

大規模な建築行為などは、新潟市景観条例に基づく届出が必要であり、本市

は助言・指導を行っている。 

・都市計画法 

 佐潟公園の周辺は、市街化調整区域に区分されている（図 19）。同区域では、

原則として市街化を促進するような開発行為は抑制され、自然環境の保全や農

林漁業を中心とした土地利用を図っている。 
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図 19 新潟市都市計画図（抜粋） 

・農業振興地域の整備に関する法律（農振法） 

優良な農地の確保など農業地域を保全、形成すること並びに農業の振興、農

村の整備を計画的に推進するため、農業を振興するための区域（農業振興地域）

を定めるとともに、同区域内に開発を制限する区域（農用地区域）を設けてい

る。農用地区域は、優良農地として積極的に農業を振興する地域であり、農業

用施設などを除き開発を制限している。

②農業用廃プラスチックなどの不法投棄の防止・撤去 

 農業用廃プラスチックは、生分解性マルチ※の利用や不法投棄防止に向けたチ

ラシの配布など、農業者の意識啓発を図ってきた。また、「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律」に基づき適切に処理する必要があることから、農業協同組合

が中心となって農業用廃プラスチックの集団回収の場を設けるとともに、本市

でも農業用廃プラスチックリサイクル処理推進事業費補助金によって、リサイ

クル処理に要する経費に対し補助を行うなど、適正な処理を支援してきた。一

方、不法投棄された廃棄物などの回収・処分は、地域住民などが中心となり佐

潟クリーンアップ活動などによって、これまでも回収作業を行ってきた。佐潟

周辺では、近年、砂丘歩きの取り組みが新たに進められ、砂丘歩きのルート上

にある不法投棄のクリーン作戦も実施され、市でもその処分に対し支援を行っ

た。また、特に不法投棄が多い場所には不法投棄防止の看板を設置した。 

③水文・水源管理 

 佐潟周辺の地下水の調査は、定期的に実施している。また、2018 年(平成 30

年)からは、環境省による地域適応コンソーシアム事業が行われ、佐潟の水収支

と地球温暖化による湧水量の変化、その適応策などを調査している。この調査

は 2ヵ年の予定で実施している。

(白) 市街化調整区域 

新潟市都市公園区域 

区界 
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こ
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④御手洗潟の保全 

 2016 年度(平成 28 年度)に実施した佐潟周辺植生調査では、御手洗潟の植物相

も調査を行った。また、2011 年(平成 23 年)に御手洗潟で生育が確認された特定

外来生物のアレチウリは、継続的な駆除活動を行った結果、2017 年(平成 29 年)

以降には生育が確認されなくなった。 

⑤佐潟周辺自然環境保全連絡協議会の運営 

 第 2期計画策定後の2006年(平成18年)8月に設置した佐潟周辺自然環境保全

連絡協議会は、2018 年(平成 30 年)8 月までに計 27 回開催した。協議会は、地

域住民、市民団体、有識者、行政機関といった佐潟に関わる関係者で構成され

ているが、地元に関わる団体や有識者を積極的に募ってきた。協議会では、佐

潟及びその周辺の様々な取り組みの報告・検討をはじめ、計画の実現に向けて

各取り組み主体が前年度の活動実績や当年度の活動予定を報告するなど、計画

の進行管理も担っている。あわせて、各取り組みについては評価シートとして

取りまとめ、協議会の議事概要とともに市ホームページで公開している。

効
果
又
は
課
題

①新潟市都市景観条例に基づく届出 

佐潟周辺では、ここ数年間では新潟市景観条例に係る事案はなかったが、佐

潟はその背後にある角田山との一体的な自然景観が多くの来訪者に親しまれて

おり、引き続き景観の保全が重要である。 

②農業用廃プラスチックなどの不法投棄の状況 

地域住民が中心となって行っている佐潟クリーンアップ活動による回収作業

や関係者の適正処理に対する支援、啓発活動によって、ゴミ量は減少傾向にあ

り、取り組みの効果が現れている。 

③水文・水源管理

佐潟の集水域である砂丘地の畑地では、農業用水として地下水を汲み上げて

おり、夏場の湧水が減少していると指摘されている。 

④御手洗潟の状況 

御手洗潟は潟及び潟周辺が民有地であることから、積極的な自然環境保全が

行われていない。潟の利用促進のためにも、地域関係者からかつてあった中道

の復活を望む声がある。また、水面は木山地区の灌漑用水として利用され、漁

業権も設定されているなど、地域住民との関わりは深い。 

⑤佐潟周辺自然環境保全連絡協議会の運営 

協議会では、議題や報告事項について会員による提案事項も加えながら、幅

広い内容の協議を行ってきた。今後も様々な議題を議論し、引き続き活性化を

図っていく。 
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①景観法上の景観地区の指定など関係法令との調整 

 景観法では、都市計画に「景観地区」を定めた場合は、建築物の色やデザイ

ン、高さ、壁面位置などが規制され、また、景観地区内で建築、開発行為を行

う場合は、市長の認定を受けなければならない。しかし、景観地区の指定は、

規制による財産権の制約などが伴うことから、長期的な目標として関係者と検

討する。 

また、新潟市都市景観条例や自然公園法をはじめとしたその他関係法令に係

る行為も、引き続き適正に指導、許認可等を行う。 

②農業廃棄物・産業廃棄物の適正な処理 

 引き続き、農業者や事業者に対し適正処理に向けた支援、啓発活動などを実

施するとともに、地域住民の取り組みや砂丘歩き等の機会を通してクリーン活

動を行う。 

③水文・水源管理 

地下水の農業用利用による影響を把握するため、定期的に井戸の場所の確認

や、地下水の汲み上げ状況、湧水量のモニタリングを行う。 

また、地域適応コンソーシアム事業の調査結果を水源管理などに反映するこ

とができるか検討する。 

④御手洗潟の保全 

御手洗潟では、地域住民の理解や協力を得られるよう協議を進めていくとと

もに、佐潟と一体的な活動が行えるように地域住民や市民団体などの関係者と

協力しながら、保全活動を行う。 

また、アレチウリに関しては埋土種子が残存している可能性があるため、継

続的に経過を観察し、生育が確認された場合には、随時駆除作業を行う。 

⑤佐潟周辺自然環境保全連絡協議会の運営 

協議会の設置後から様々な議題が協議され、第 3期計画にある「保全」と「ワ

イズユース」の連携を図ってきた。しかし、水質改善などをはじめとした諸問

題もいまだ多くあることから、佐潟に関わる各実施主体同士がより連携を深め、

解決に向けて取り組んでいく必要がある。 

実施主体 

有識者 

地域課 

地域住民 市民団体 

建設課 区民生活課

漁業協同組合 農業協同組合

環境政策課

環境対策課 まちづくり推進課

水鳥・湿地センター

環境省 新潟県 
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ア モニタリング調査を継続して実施する 

背
景

佐潟水鳥・湿地センター管理運営要領では、調査研究及びモニタリングに関

する業務として、「水鳥等野生動植物の生息動向に係る事項」や「湿地の現状把

握及び保全等に係る事項」が定められている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①動植物モニタリング調査の実施 

主な動植物調査は表 7のとおりである。 

表 7 動植物モニタリング調査の実施状況 

実施年度 
佐潟周辺植生 

モニタリング調査 
佐潟希少植物調査 佐潟周辺昆虫調査 

佐潟・御手洗潟 

魚介類調査 

H8 ○    

H9 

H10   ○  

H11 ○   ○（佐潟のみ）

H12 

H13 ○    

H14 

H15 ○    

H16 

H17 ○    

H18 

H19 ○ ○   

H20  ○  ○ 

H21  ○   

H22  ○ ○  

H23 ○ ○   

H24  ○   

H25  ○   

H26  ○   

H27  ○   

H28 ○ ○   

H29  ○   

H30  ○   

(３) 調査・研究結果の有効活用による自然環境保全の推進 
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②自然環境モニタリング調査の実施 

主な自然環境調査は表 8のとおりである。 

表 8 自然環境モニタリング調査の実施状況

実施年度 調査名 備考 

S60～H 5 

佐潟水質調査 

潟内 3 地点、年 2 回 

H 5～H 8 潟内 3 地点、年 1 回 

H 9～H10 潟内 4 地点、年 12 回 

H11～H18 潟内 3 地点、年 4 回 

H19 潟内 3 地点、年 12 回 

H20～ 潟内 5 地点、年 12 回 

H10～H23 
佐潟水位常時監視 

機械により 5分ごとに計測 

H23～ 佐潟水鳥・湿地センター開館日に目視で計測

H 9～H10 佐潟周辺地下水調査 集水域の確定、地下水収支等を調査 

H15～H16 赤塚地区飛砂影響調査 潟の浅底化などへの影響を調査 

H27 佐潟底泥量堆積調査 潟の湖底に堆積する泥の量を計測 

H30 佐潟水深・底泥量調査 潟の水深と湖底の泥の堆積量を調査 

H30～H31(予定) 地域適応コンソーシアム事業 水収支と気候変動の適応策を調査 

③文献の収集、資料リスト整備の継続 

佐潟に関連した文献などを随時収集するとともに、公開可能なものは、佐潟

水鳥・湿地センターで閲覧が可能である。 

効
果
又
は
課
題

○モニタリング調査の継続 

各調査により、新たな種の確認や動植物の生息・生育状況の年次変動などの

情報が蓄積され、保全活動の基礎資料として有効活用を図っている。 

しかし、動植物は環境の変化に敏感であり、その生息・生育状況の把握には、

定期的なモニタリング調査が必要である。佐潟の自然環境保全を進めるために

は、環境の変化などを確認するためにも随時調査を行っていくことが大切である。

今
後
の
取
り
組
み

①動植物モニタリング調査の継続 

調査を継続的に実施するとともに、これまでの調査結果とあわせて解析し、

今後の保全活動の基礎資料として活用する。また、調査結果を様々な活動に活

用できるよう、市ホームページ等により広く市民に公開する。  

②自然環境モニタリング調査の継続 

佐潟の保全活動を進めるうえで、その裏付けとなる様々な調査結果は非常に

重要であり、関連するモニタリング調査を定期的に実施する。 

③文献の収集、資料リストの整備の継続 

本市の代表的な自然環境を有する佐潟は、様々な分野で調査・研究が行われ

ており、常に新しい調査結果が公表されている。これらの潟に関する資料を継

続的に収集するとともに、リストへの追加を行う。 

実施主体 水鳥・湿地センター 環境政策課 環境対策課
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イ 市民団体などと連携し、動植物の生息・生育状況を調査する 

背
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佐潟では、様々な市民団体が活動し、その調査結果も充実している。2000 年(平

成 12 年)から実施されている福島潟、鳥屋野潟、瓢湖との 4 つの里潟合同調査

では、越後平野に飛来するハクチョウ類、ガン類の個体数変化の動向が明らか

になった。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①市民団体と連携した動植物調査を実施

 様々な市民団体や専門家を中心とした動植物の調査が定期的に実施されてお

り、その結果が蓄積されている。 

②ハクチョウを中心とした冬鳥の飛来数を把握

 新潟県水鳥湖沼ネットワーク※では、2000 年度(平成 12 年度)から 10 月～3月

の冬鳥の飛来時期にあわせて、佐潟、福島潟、鳥屋野潟、阿賀野市瓢湖の 4 つ

の里潟で毎週金曜日に合同調査を実施し、ハクチョウ類、ガン類の飛来数を記

録している。2013 年度(平成 25 年度)からは阿賀野川の大阿賀橋～横雲橋付近も

調査地点に加え、より詳細に個体数変化を確認している。 

効
果
又
は
課
題

①調査体制 

調査は、市民団体の活動によるところが大きく、継続的な調査に向けた協力

者の確保など調査の支援体制を検討する必要がある。 

②調査結果の活用 

これまでの調査から、越後平野全体でのハクチョウ類、ガン類の個体数変化

の動向が明らかになってきており、全国的に鳥類調査の研究者などから注目さ

れている。調査結果については、今後地域づくりなどの取り組みにも活用され

るべきである。 

今
後
の
取
り
組
み

①市民団体等と連携した動植物調査の実施及び調査結果の活用 

様々な市民団体と連携した動植物の調査を継続的に実施する。また、効果的

な調査方法を検討し支援体制を構築する。蓄積した調査結果は、佐潟の保全活

動の基礎資料として、有効活用する手段を検討する。 

②ハクチョウを中心とした冬鳥の飛来数を把握 

福島潟、鳥屋野潟、瓢湖などの里潟や阿賀野川などの水辺環境と連携し、ハ

クチョウを中心とする冬鳥の動向を把握するとともに、越後平野全体の個体数

変化の動向となる資料を蓄積する。 

実施主体 市民団体 地域住民 有識者 水鳥・湿地センター 環境政策課
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ウ 潟の研究を多面的にすすめる 

背
景

佐潟の自然環境保全と賢明な利用を図るには、基礎的な調査だけではなく、

様々な分野の研究者や環境団体などによる専門的な知識をもつ多角的な研究成

果が必要である。一方では、それらの研究結果を活用して、多くの人々から佐

潟に関心を持ってもらう方策の両方が重要である。 

本市では 2014 年度(平成 26 年度)に潟環境研究所を設置し、潟に関する様々

な調査研究と、潟の総合的な情報発信を進めている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①里潟学術研究委託事業の見直し

1998 年度(平成 10 年度)から始まった佐潟学術研究補助制度を発展させ、2014

年度(平成 26 年度)からは、里潟学術研究委託事業として実施した。事業選定に

当たり、有識者等で構成する審査会においては、申請者によるプレゼンテーシ

ョンを経て内容を審査し決定することとしたため、より申請者の意図が確認で

きる審査会となった。しかし、潟環境研究所の様々な調査研究と類似性があり、

委託事業は 2017 年度(平成 29 年度)をもって終了とした。 

②研究結果の還元 

研究結果の発表会は、多くの市民に還元することを目的として口頭発表のみ

ならず、2013 年度(平成 25 年度)の研究結果の報告からは、ポスター展示形式を

用いた発表方法も取り入れた。また、2016 年度(平成 28 年度)は佐潟 20 ラムサ

ールフェス事業とも連携し、イベントでの発表も行った。 

効
果
又
は
課
題

①里潟学術研究委託事業の見直し 

委託事業にかわるものとして、市内にある自然環境や野生動植物に関わる施

設、大学などと連携しながら、積極的に調査研究、情報発信を行っていく必要

がある。 

②研究結果の還元 

 ポスター展示形式の発表では、申請者から市民に研究結果を分かりやすく解

説する機会を設けた。また、研究の成果発表だけではなく、報告書の活用も検

討する必要がある。 

今
後
の
取
り
組
み

①佐潟をフィールドとした研究支援 

佐潟をフィールドとして調査研究を行う市民団体や研究者に、調査研究に必

要な情報の提供や、協力・調整が必要な団体の紹介など的確な支援を行う。 

②研究結果の活用 

 佐潟をフィールドとした研究結果は各主体において様々な形で公表されるた

め、潟のデジタル博物館※とも連携し、多くの市民が研究成果を閲覧できる仕組

みづくりを検討する。 

実施主体 市民団体 有識者 水鳥・湿地センター 環境政策課
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第

３

章

ア 地域住民による潟の賢明な利用を推進する 

背
景

地域住民は、潟を潤している水を潟周辺や下流域の水田の水源として活用す

るとともに、潟に生息・生育する動植物を生活の糧として利用するなど、潟と

深く結びついて生活してきた歴史がある。しかし、多くの市民が潟に訪れるな

かで、潟と地域住民の共存や結びつき、漁業者の水鳥への配慮などが十分に理

解されていない。 

また、条例で禁止行為としているルアー釣りにより、潟周辺の踏み荒らしや

釣り糸の放置など、植物や鳥類をはじめとする生態系への悪影響が懸念されて

いる。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①潟と地域住民との関わりの拡大 

「佐潟まつり」など、地域が一体となるイベントを定期的に実施している。

また、地域住民や市民団体が主体となって、シンポジウムやワークショップに

よる地域づくりを実施した。 

②「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」の実施 

かつて、農業をはじめとしたすべての用水に佐潟の水を利用していた頃には、

潟にたまったドロや枯れた水草を取り除く一斉清掃を「潟普請」として地域住

民が総出で行っていた。現在は、この「潟普請」を、地域住民が現代版として

実施している。 

「潟普請」の実施主体は、地域住民によって組織された「佐潟クリーンアッ

プ実行委員会」であり、春に行われる佐潟周辺のクリーンアップ活動と秋に行

われる観察舎脇の「ヨシ刈り」、佐潟橋付近の「ドロ揚げ」の計 2 回を毎年実施

している。この活動によって、地元中学生や多くの地域関係者等が、潟への関

わりを深め、水質改善など佐潟の環境保全活動に取り組んでいる。 

また、赤塚中学校でも独自の取り組みとして、年に 2 回佐潟クリーンアップ

活動を実施しており、赤塚小学校、木山小学校もその取り組みに参加して、一

緒に活動を行っている。 

賢明な利用 

基本的な方針Ⅱ  

先人の知恵に学び、現代の社会情勢にあった賢明な利用を目指し、地域文化に根ざ

した魅力ある地域づくりを推進する。  

(４) 昔から培われてきた賢明な利用の推進及び、 

佐潟やその周辺地域を核とした地域づくり 
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こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

③漁業の役割の啓発 

 佐潟水鳥・湿地センターやボランティア解説員による案内・解説を通じて、

漁業者が水鳥に配慮した時間帯で漁を行っていることや、漁業の果たす役割な

どの説明を行っている。 

④ルアー釣りへの対応（再掲） 

 新潟市都市公園条例に規定する、佐潟公園内でのルアー釣り禁止を踏まえて、

ルアー釣りの禁止看板を設置し、随時パトロールを実施するとともに、条例違

反の釣り人に対して指導を行った。 

効
果
又
は
課
題

①地域住民との連携 

地域住民も佐潟の保全活動に関心が高く、関わりたいという意識を持ってい

る。漁業者が水鳥に対して十分な配慮を行っていることは、動植物と人間の共

存という点で、他地域から高く評価されている。

②「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」 

毎年定期的に実施しているクリーンアップ活動や潟普請では、多くの市民が

参加している。しかし、人力で行う潟普請の「ドロ揚げ」では、湖底にたまっ

た堆積物の除去に限界がある。 

③ルアー釣りへの対策（再掲） 

ルアー釣りは、新潟市都市公園条例により禁止されているが、条例違反の釣

り人の来訪は後を絶たない。このことから、佐潟水鳥・湿地センターをはじめ

とした行政や市民団体が連携してルアー釣りを監視・注意するための体制づく

りが必要である。 

今
後
の
取
り
組
み

①潟と地域住民との関わりの拡大 

地域住民や多くの市民が、佐潟をかけがえのない存在であることを認識し、

関わりやすい活動から参加できるよう、地域住民、市民団体、行政が連携した

体制づくりや啓発活動を行う。 

②潟普請の継続 

今までと同様に地域住民が中心となって実行委員会を組織し、継続的に実施

できるよう関係団体が連携、支援する。 

③佐潟クリーンアップ活動の継続

地域住民が中心となり組織している「佐潟クリーンアップ実行委員会」が主

導し、継続的に実施できるよう関係団体、行政が連携・支援する。 
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章

今
後
の
取
り
組
み

④漁業の役割の啓発 

佐潟水鳥・湿地センターやボランティア解説員による案内・解説を通じて、

漁業者が水鳥に配慮した時間帯で漁を行っていることや、漁業の果たす役割な

どの説明など、これまでの取り組みを継続するとともに、漁業者は引き続き動

植物との共存関係を保っていく。 

また、このような先進的な取り組みを、本市の他の里潟や他のラムサール条

約湿地に向けて情報発信を行っていく。 

⑤公園利用者のマナー向上に向けた啓発 

生態系に影響を及ぼすルアー釣りや、置き竿対策だけではなく、公共用地と

しての公園利用者のマナーや、生態系に配慮した利用方法などを周知する。ま

た、地域住民や市民団体、佐潟水鳥・湿地センターを含めた行政が、連携して

監視・注意する体制を構築する。 

実施主体 
地域課 地域住民 市民団体 漁業協同組合 農業協同組合

建設課 区民生活課 水鳥・湿地センター 公園水辺課 農村整備・水産課

佐潟で行われている活動紹介① ～潟普請（かたふしん）～  

佐潟では、昔は村をあげて潟の底にたまった枯れた植物やドロをあげる清掃活

動(潟普請)を行いながら潟を守ってきました。現在では、市民団体や地元の住民

が中心となり、赤塚中学校の生徒も加わりながら潟の底のドロあげやクリーン作

戦を行っています。 

潟普請の様子 
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イ 地域文化を発掘、継承し、発信する 

背
景

かつて佐潟は、地域住民と密接な関係にあり、その環境は人が潟と関わるこ

とで保全されていた。この関わりは、ラムサール条約の精神にある「賢明な利

用」であり、佐潟は古くから地域住民の手で守られてきた。現在では、先人の

文化を現在の佐潟に即した形で、賢明な利用を図っている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」の実施（再掲） 

かつて、農業をはじめとしたすべての用水に佐潟の水を利用していた頃には、

潟にたまったドロや枯れた水草を取り除く一斉清掃を「潟普請」として地域住

民が総出で行っていた。現在は、この「潟普請」を、地域住民が現代版として

実施している。 

「潟普請」の実施主体は、地域住民によって組織された「佐潟クリーンアッ

プ実行委員会」であり、春に行われる佐潟周辺のクリーンアップ活動と秋に行

われる観察舎脇の「ヨシ刈り」、佐潟橋付近の「ドロ揚げ」の計 2 回を毎年実施

している。この活動によって、中学生をはじめとした多くの地域関係者等が、

潟への関わりを深め、水質改善など佐潟の環境保全活動に取り組んでいる。 

また、赤塚中学校でも独自の取り組みとして、年に 2 回佐潟クリーンアップ

活動を実施しており、赤塚小学校、木山小学校もその取り組みに参加して、一

緒に活動を行っている。 

②中原邸の活用 

佐潟周辺の赤塚地域は、かつての北国街道の宿場町であり、当時の赤塚を代

表する大地主が中原家であった。現在、中原邸とその周辺は、宿場町の面影を

残す歴史的な財産となっている。中原邸を保存・活用するため、「赤塚・中原邸

保存会」を中心とした地域住民によって、一般公開の案内や敷地内の手入れ、

竹林で採れるタケノコの販売などが行われている。また、赤塚地区の名所旧跡

をめぐるまち歩きも行われている。 

効
果
又
は
課
題

①「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」 

 地域住民を中心に「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」を毎年開催している。

地域住民のほか、市民団体、地元中学生、企業などが参加しており、世代をつ

なぎ、文化を継承する活動を展開している。また小学校、中学校が連携して、

独自に佐潟クリーンアップ活動を行う取り組みが行われるようになった。 

②地域文化の継承 

佐潟周辺は、北国街道周辺の旧跡巡りなどの観光的な利用もされている。特

に中原邸は、明治天皇ゆかりの地でもあり、明治時代の資料が現存する重要な

史跡である。中原邸をはじめとした赤塚地区の名所旧跡をめぐるまち歩きなど

では、案内役となるガイドが精力的に活動しており、そのガイドの継続的な人

材育成も必要である。 
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今
後
の
取
り
組
み

①「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」の継続 

「潟普請 佐潟クリーンアップ活動」を継続するとともに、地域の子どもた

ちをはじめとして、住民から広い参加を促し、潟文化・活動を継承していく。 

②総合学習などによる地域文化の継承 

赤塚・中原邸保存会や赤塚伝統芸能保存会、赤塚郷土研究会などの地域活動

を促進し、地域文化の伝承を図るとともに、後世に引き継ぐ人材育成を行う。 

また、赤塚地域の歴史的な価値と佐潟の関わりを PR しながら、小中学校の総

合学習にも活用する。 

実施主体 地域課 地域住民 市民団体 区民生活課 水鳥・湿地センター

佐潟で行われている活動紹介② ～赤塚ガイドブックの発行～  

佐潟がある赤塚地域は、かつて北国街道における在郷町として栄え、その名残

をさまざまな場所で見ることができます。また、佐潟周辺の砂丘地は、新潟砂丘

の南端部に位置し、標高 50メートルを超える絶景のポイントをはじめとして見

どころがたくさんあります。このガイドブックは、そのような見どころをつなぐ

まち歩きや砂丘歩きをのコースの紹介、コラムが掲載されています。この冊子は、

赤塚地域や佐潟の魅力発信を考える有志で結成された「赤塚・佐潟地図研究会」

が作成しました。 

赤塚ガイドブック 
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ウ 佐潟の資源を活用した地域経済・地域観光の活性化を図る

背
景

佐潟は、市の鳥「ハクチョウ」をはじめとした冬鳥の越冬地、重要な休息地

である。植物ではハス、ヒシ群落が発達し、オニバスやミズアオイなど希少種

も自生する重要な水辺環境でもある。また、赤塚地域ではコイ、フナ、ウナギ

漁、ハスの花やレンコン、ヒシの実採りなど、独自の食文化を形成してきた。

このように佐潟には、豊かな自然・景観、潟の産物など、経済的・観光的価値

のある資源が多い。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①地域住民が主体となったイベントの開催 

 観光協会、市民団体が主体となり、伝統的な漁業や潟内の移動に使用される

潟舟などの体験会、潟の産物の販売や調理などが行われる佐潟まつり、佐潟鯉

まつりをそれぞれ毎年 8月下旬、3月上旬に開催している。また桜の開花時期の

4月中旬には桜祭りも開催している。 

②佐潟に負荷を与えない利用方法の啓発 

佐潟水鳥・湿地センター職員やボランティア解説員の呼びかけなどの取り組

みを通じて、植物の採取、野鳥への給餌、ごみのポイ捨てに関する各種防止の

啓発を行っている。特にごみのポイ捨てに関しては、駐車場付近にごみの持ち

帰りを促す啓発看板を設置している。 

効
果
又
は
課
題

○佐潟及びその周辺地域を核とした地域イベントの開催 

 佐潟の環境保全活動や周辺地域で採取、収穫された魚類、地元野菜の実食・

販売会などの取り組みが行われ、毎年多くの市民が参加している。また、近年

では、周辺大学の大学生らがイベントの実行委員やスタッフとして活動するな

ど、佐潟を核として、赤塚地域と他地域の人と人との交流が生まれている。 

今
後
の
取
り
組
み

①佐潟の資源を活用した地域経済・地域観光の活性化 

地域住民、市民団体、漁業協同組合などによる地域活動の推進を図り、潟の

産物の有効な活用方法、販売方法などを関係者と連携しながら検討し、活性化

に取り組んでいく。また、ガイドの案内により佐潟とその周辺地域を観光資源

とした、魅力ある情報を来訪者に伝え、交流人口の拡大につなげていく。 

②来訪者が佐潟に負荷を与えない利用方法の啓発 

動植物への負荷を与えないことやごみ捨て防止などの呼びかけといった啓発

活動を継続して行う。 

実施主体
地域課 地域住民 市民団体 漁業協同組合

水鳥・湿地センター 環境政策課

農政商工課
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エ 佐潟及び佐潟周辺地域を核とした持続可能な地域づくりを推進する 

背
景

佐潟の自然環境保全とワイズユースを推進するには、地域住民や市民団体の

理解と協力が必要不可欠である。そのためには、佐潟の自然環境保全のあり方

や賢明な利用の認識を共有し、役割の明確化と連携のあり方を再検討する必要

がある。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

○地域住民と行政が一体となった地域づくり 

2016 年度(平成 28 年度)に、佐潟のラムサール条約登録 20 周年を記念する佐

潟 20 ラムサールフェスを開催した。実施に当たっては、佐潟で活動する地域住

民や市民団体が中心となり実行委員会を結成し、地域住民と行政が一体となっ

て取り組んだ。この事業は、地元佐潟での体験会や地元小中学生の発表からな

る「地元編」と、佐潟の魅力発信やラムサール条約を広く啓発する「まちなか

編」の 2部構成からなり、地元編では赤塚中学校体育館をメイン会場に、また、

まちなか編ではりゅーとぴあを会場に実施した。 

効
果
又
は
課
題

○佐潟及び周辺地域を核とした地域づくり 

佐潟では、地域住民が中心となり市民団体や行政などと連携して、地域づく

りや自然環境保全が行われており、これらの取り組みは全国的にも注目されて

いる。更なる地域の活性化と持続的な活動には、積極的に活動している地域住

民以外の市民等に対しても、佐潟がかけがえのない存在であることを広く周知、

啓発し、様々な関わりを持つ方法を検討する必要がある。 

今
後
の
取
り
組
み

○佐潟周辺地域を核とした地域づくりの推進 

地域住民や市民団体が連携しながら、佐潟の自然環境保全や活用の方法を検

討する必要がある。その意見交換や情報共有の場として、佐潟周辺自然環境保

全連絡協議会などを活用する。また、広く地域住民の意見を集める方法を検討

する。 

実施主体
地域課 

環境政策課

地域住民 有識者 市民団体 水鳥・湿地センター
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ア 他の里潟との連携した市の鳥「ハクチョウ」が飛び交う水と緑のネットワークを

活性化させる 

背
景

市の鳥「ハクチョウ」やオオヒシクイなど、冬期に飛来する水鳥は、佐潟を

はじめとした越後平野の様々な湖沼群を越冬地として利用している。他の里潟

と情報交流を行うことで、越後平野全体における冬鳥の飛来動向を把握するこ

とができる。他の里潟と連携したこれまでの調査で、越冬中のハクチョウの越

後平野における個体数変化の動向が明らかになってきた。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①地域ネットワークの活用

冬鳥が飛来する時期にあわせて、新潟県水鳥湖沼ネットワークは、佐潟、福

島潟、鳥屋野潟、阿賀野市瓢湖の 4 つの里潟と阿賀野川の 1 河川で毎週飛来数

調査を実施し、ハクチョウ類やガン類の越後平野全体における動向を把握して

いる。 

また、福島潟と瓢湖を一体的に観光資源として活用していくために阿賀野市、

新発田市と連携した「新潟広域都市圏ビジョン」事業による取り組みを進めて

いる。 

②水と緑のネットワークの推進

 本市では、里潟、河川などの水辺環境と里山、日本一の水田面積を誇る田園

を、ひとつにつながった生物の生息・生育空間として捉え、生物多様性の保全

と持続可能な利用に取り組むため、2012 年(平成 24 年)に「新潟市生物多様性地

域計画」を策定し、「命にぎわう里潟ネットワークプロジェクト」、「おいしい・

たのしい生物多様性交流プロジェクト」などのシンボルプロジェクトを展開し

ている。 

交流・学習・普及啓発 

基本的な方針Ⅲ  

市の鳥「ハクチョウ」が飛び交う田園環境都市として、福島潟・鳥屋野潟・瓢湖と

いった里潟と、地域で育まれた里潟文化の発信や保全の取り組みについて、広域的に

連携する。  

(５) 福島潟、鳥屋野潟、瓢湖などとの広域連携の推進 
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効
果
又
は
課
題

①地域ネットワークの継続

2000 年度(平成 12 年度)から行われているハクチョウ飛来数調査の結果から、

佐潟をはじめとした越後平野全体でのハクチョウの個体数変化が明らかとなっ

てきた。この結果は、全国的にも注目されている。 

隣接する阿賀野市の瓢湖もラムサール条約湿地に登録されているため、連携

しながらラムサール条約の魅力を効果的に発信していく必要がある。 

②水と緑のネットワークの推進

「新潟市生物多様性地域計画」に基づき、シンボルプロジェクトを効果的に

実施する必要がある。 

今
後
の
取
り
組
み

①地域ネットワークの活用 

本市の福島潟、鳥屋野潟、阿賀野市の瓢湖といった市内外の里潟とのさらな

る連携と情報の共有化を行う。また、各里潟間の連携が持続的に保たれるよう、

ネットワークの充実を図るとともに、各関係団体間の交流を促進する。 

「新潟広域都市圏ビジョン」に基づく、阿賀野市、新発田市との連携事業で

は、保全を行いながら自然環境を観光資源として活用する方法を検討していく。

②水と緑のネットワークの推進 

里潟、里山、田園といった様々な自然環境を一体的に保全するため、「新潟市

生物多様性地域計画」に基づくシンボルプロジェクトを展開するとともに、市

の鳥「ハクチョウ」の魅力を伝える観察会や、本市の里潟を巡るバスツアーな

ど本市の自然環境の豊かさを再認識することができる事業を実施する。 

実施主体
地域課 

環境政策課

地域住民 有識者 市民団体 水鳥・湿地センター

佐潟周辺砂丘歩きの様子 
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イ 里潟の拠点としてラムサール条約湿地や里潟文化の魅力を発信し、他の里潟の 

ラムサール条約登録推進につなげる 

背
景

佐潟がコハクチョウをはじめとした水鳥の日本有数な越冬地であるのは、越

後平野一帯に安全なねぐらとなる多くの里潟と、それを包み込むように採餌場

となる広大な田園が存在しているためである。コハクチョウは降雪などの気象

条件によって、それぞれの里潟を移動しており、これら広域での自然環境保全

の取り組みが、佐潟をはじめとした本市の豊かな自然環境にもつながっている。

本市には、佐潟同様に人々との関わりが深く、越冬地として多くの水鳥を支え

る福島潟、鳥屋野潟といったラムサール条約湿地の潜在候補地がある。これら里

潟がラムサール条約湿地に登録されれば、阿賀野市の瓢湖も含めて越後平野ラム

サールカルテットが形成され、潟環境研究所が提言する「ラムサール条約都市」

として国内外に情報発信でき、また、市民が地域の宝として再認識することが期

待できる。  

また、本市は里潟や河川など多くの水辺空間との関わりによって、日本有数

の穀倉地帯が形成されているだけではなく、里潟との関わりによって生まれて

きた文化が市民の心の拠り所となっており、「潟学」として見直されてきている。

このような先人が育んできた里潟との関わり（ワイズユース）や文化の再認

識に向けた、広域的な取り組みの推進が期待されている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①里潟の情報発信 

 本市では、2013 年(平成 25 年)6 月から、「にいがた生きものファンクラブ」

を立ち上げ、里潟をはじめとした本市の自然環境の魅力などを、Facebook やメ

ールマガジンを通して情報発信している。また、潟環境研究所のホームページ

では、里潟のバーチャルミュージアムとして「潟のデジタル博物館」を運営し、

里潟の魅力などを発信している。 

②ラムサール条約湿地の魅力発信 

「新潟市生物多様性地域計画」に基づくシンボルプロジェクトの一環として、

佐潟をはじめ鳥屋野潟、福島潟及び阿賀野市瓢湖の連携強化や情報交換を目的

に、2012 年度(平成 24 年度)から里潟フォーラムやシンポジウム、エコツアーな

どを開催している。 

③ラムサール条約への登録に向けた様々な検討 

ラムサール条約湿地の候補地では、地域住民の学習会を行うとともに、市民

団体、関係機関及び環境省とも情報交換を行っている。 
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効
果
又
は
課
題

①里潟の情報発信 

「にいがた生きものファンクラブ」の会員数は、順調に増えているが、より

多くの市民が里潟を理解し、里潟に関わりを持てるよう、効果的な取り組みが

必要である。 

また、多くの市民に対し里潟の魅力を周知、啓発するために、シンポジウム

などのイベントを開催する必要がある。

②ラムサール条約湿地への登録における課題 

ラムサール条約湿地への登録にあっては、「国の鳥獣保護区に指定されるなど

将来に渡って自然環境の保全が図られること」や「国際的に重要な湿地である

こと」などの要件はあるものの、地域住民のほか、漁業関係者、農業関係者な

ど多くの利害関係者との調整が必要である。 

③ラムサール条約湿地の登録に向けた検討 

市内では、日本最大のオオヒシクイの越冬地である北区の福島潟、及び都市

部中心にありハクチョウの越冬地である中央区の鳥屋野潟が条約の登録要件を

満たし、環境省によりラムサール条約湿地潜在候補地に選定されている。また、

潜在候補地には選定されていないが、毎年登録要件を満たす数のコハクチョウ

が越冬している阿賀野川流域や、近年、コハクチョウの越冬数が増加している

西蒲区の上堰潟も候補地として検討するに値する湿地である。 

今
後
の
取
り
組
み

①里潟の情報発信 

佐潟をはじめとした本市の里潟を、「にいがた生きものファンクラブ」などを

十分に活用し、ホームページや SNS などによって全国に情報を発信する。 

また、市民向けのシンポジウムや里潟をはじめとした魅力あふれる自然環境

を体感できる事業を実施する。

②ラムサール条約湿地の魅力発信 

里潟シンポジウムや現地体験会など、市内の里潟が連携して行う取り組みで

は、佐潟の先進的な取り組みや課題、ラムサール条約湿地のメリットなどを積

極的に情報提供し、佐潟がラムサール条約湿地のトップランナーとして各里潟

のけん引役を果たす。さらに、潟環境研究所が提言するラムサールカルテット

の形成に向けた取り組みを進める。 

③ラムサール条約湿地に関する様々な情報収集

 本市の他の里潟や水辺環境の登録に向けた検討を進めるため、全国の動向に

関する様々な情報収集を積極的に行い、関係者などと情報共有を図る。 

実施主体 地域課 環境政策課水鳥・湿地センター
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ア 自然環境の保全に向けて、市民団体や行政などが連携・協力した環境教育、啓発

活動や情報発信を推進する 

背
景

佐潟水鳥・湿地センターは、佐潟がラムサール条約に登録されたことを機に

環境教育や自然環境保全の啓発事業を展開する場として、1998 年(平成 10 年)5

月に環境庁(現：環境省)によって設置され、本市が管理運営している。 

 本センターは、市民団体のフィールド活動の拠点として活用されており、自

然観察会や探鳥会などのほか、地域や学校が取り組む自然環境保全活動の支援

などを実施している。また、四季を通じて多くの市民が来館しており、市民の

様々なニーズに対応するために、関係部署との連携が重要となっている。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①質の高い啓発活動の充実化 

 市内外を問わず、多くの人から佐潟を知ってもらうことやリピーターを増や

すため、市民参加型の企画事業などを実施している。 2016 年度(平成 28 年度)

からは子ども体験事業として、かつて佐潟で見られた水田を復元し、米づくり

を行っている。 

 ホームページや佐潟通信では、旬の情報を定期的に発信し、佐潟に関心を持

ってもらうきっかけづくりに取り組んでいる。 

②ボランティア解説活動の活性化 

 毎年、延べ 100 人以上のボランティア解説員が、来館者に対し佐潟の自然な

どに関する解説・案内を行っている。ボランティア解説員は、毎月 2 回の定期

的な活動のほか、可能な範囲で祝休日も活動している。また、定期的に研修会

を開催し、意見交換を行いながら解説員の解説・案内の向上にもつなげている。

③拠点機能の強化 

佐潟で発生した問題や来訪者からの要望・質問事項は、それぞれに関わる関

係部署に情報提供等を行い、連携して対応している。 

効
果
又
は
課
題

①質の高い啓発活動の充実化

本センターの来館者数は、開館当初から毎年 7 万人前後を維持しており、佐

潟における活動拠点としての役割を果たしている。しかし、佐潟の自然環境保

全活動を活性化させる上で、より多くの市民に来館してもらうことが重要であ

り、啓発に有効な道具や展示の充実化など、啓発活動の向上を図る必要がある。

また、子ども体験事業では、水田の復元に伴い、米の収穫だけではなく、希

少植物であるミズアオイの生育場所もあわせて創出した。 

(６) 佐潟水鳥・湿地センターを拠点とした質の高い活動の展開 
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効
果
又
は
課
題

②ボランティア解説活動の活性化 

ボランティア解説員の活動は、創設当時は年間延べ 200 人近くであったが、

現在は延べ 100～150 人で推移している。 

新規のボランティア解説員に参加してもらい、活動を活性化していく必要が

ある。 

③拠点機能の強化 

本センターは佐潟の重要な活動拠点施設として、更なる拠点機能の充実が期

待される。また、佐潟に関わる関係部署が多岐に渡る中、ビジターセンターと

して現場で起こる様々な相談が寄せられることから、関係する部署への情報伝

達など、連携強化が重要である。 

今
後
の
取
り
組
み

①質の高い啓発活動の充実化 

リピーターを増やすため、来館者や市民のニーズを踏まえた参加型企画事業

を今後も継続して実施する。また、佐潟の自然環境保全活動を主軸としつつ、

多様な市民のニーズに応えられるよう、拠点施設としての役割を受け持つ。 

地域住民、市民団体、ボランティア解説員が連携しながら、佐潟の自然環境

保全の啓発につながる展示資料や映像資料、潟の素材を活かした資料などを充

実させ、各団体が活用できる仕組みを作る。 

水田の復元では、子どもたちの体験の場としての活用だけではなく、様々な

動植物が生息・生育できる環境であることの視点をあわせて、来訪者に情報発

信する。 

②ボランティア解説活動の活性化 

ボランティア解説員の活動は、佐潟の自然環境に関する解説・案内が中心と

なっているが、ボランティア解説員が持つ情報や知識を更に活かしたイベント

を実施し、活動を活性化させる。また、鳥や植物、昆虫といった自然環境だけ

ではなく、地域の文化や潟の歴史、里潟の重要性を解説できる様々な分野のボ

ランティア解説員を確保するとともに、現在のボランティア解説員には、様々

な分野の知識を習得できる講習会を継続的に開催する。 

③拠点機能の強化 

本センターは、佐潟の自然環境保全活動の拠点施設として、様々な相談の窓

口となっている。佐潟で行う各種活動は、本センターにおいて情報を集約し、

市民からの要望や問い合わせなどは、必要に応じて関係部署に情報提供を行う。

また関係部署は、本センターと連携し主体的に取り組み、現場の対応が円滑に

行われるよう協力していく。 

実施主体 地域課 地域住民 市民団体 水鳥・湿地センター
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背
景

 2018 年(平成 30 年)11 月現在、世界では 170 か国がラムサール条約に加盟し、

2,334 ヵ所の湿地が登録されている。国内では、2018 年(平成 30 年)10 月にアラ

ブ首長国連邦で開催された第 13 回締約国会議で新たに 2ヵ所が加わり、佐潟を

はじめとした 52 ヵ所の湿地が登録されている。 

国内のラムサール条約湿地の連携では、条約に登録されている湿地の市町村

間の情報交換及び協力を推進することによって、地域レベルの湿地保全活動の

促進と湿地の適正な管理に資するため、「ラムサール条約登録湿地関係市町村会

議」が設立され、本市は 1996 年(平成 8年)から参加している。 

国際的な連携・協力では、1999 年(平成 11 年)に、アジア太平洋地域における

水鳥とその生息地を保全することを目的に、「アジア・太平洋地域渡り性水鳥保

全戦略」が策定され、佐潟は「東アジア地域ガンカモ類重要生息地ネットワー

ク」に加盟した。その後、2006 年(平成 18 年)に同戦略が発展的に解消され、同

ネットワークの事業は「東アジア・オーストラリア地域フライウェイ・パート

ナーシップ」に引き継がれた。本市では、佐潟、福島潟が加盟している。 

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

①ラムサール条約登録湿地関係市町村会議への出席など 

ラムサール条約登録湿地関係市町村会議の会員として、ラムサール条約の普

及啓発を行うとともに、会議の運営に協力している。ラムサール条約登録湿地

の増加に伴い参加する市町村も増え、2018 年(平成 30 年)11 月現在では、68 市

町村が参加している。本市は、2002 年度(平成 14 年度)から 3年間会長市を務め

た。 

また、東アジア・オーストラリア地域フライウェイ・パートナーシップの参

加団体として、渡り鳥の保全に関わる様々な主体の国際的な連携・協力のネッ

トワークを構築することで、同地域における渡り鳥とその重要生息地の保全に

協力している。 
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組
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②シンポジウムの開催 

市民をはじめ国内外の関係者に佐潟の自然環境保全や賢明な利用、渡り鳥保

護の活動報告や啓発を行うため、これまでに様々なシンポジウムを開催した（表

9）。 

表 9 シンポジウム開催実績 

年月 名称 備考 

1996.11 ラムサールシンポジウム新潟Ⅰ 佐潟ラムサール条約記登録記念事業 

2001. 8 日ロ沿岸市長渡り鳥シンポジウム 第 18 回日ロ沿岸市長会議同時開催 

2001.11 ラムサールシンポジウム新潟Ⅱ  

2006.12
鳥がつなぐ潟と人 

～佐潟 10 フェスティバル～ 

佐潟ラムサール条約登録 10 周年記念

事業 

KODOMO ラムサール東北・関東ブロッ

ク湿地交流 

2008. 8
KODOMO ラムサール国際湿地交流

in にいがた 

KODOMO ラムサールアジア等諸外国

交流 

2016.10
佐潟 20 ラムサールフェス 

～命を育む里潟を次世代に～

佐潟ラムサール条約登録 20 周年記念

事業 

効
果
又
は
課
題

①ラムサール条約登録湿地関係市町村会議 

ラムサール条約登録湿地関係市町村会議では、年 1 回の主管者会議・学習交

流会及び 3 年ごとの市町村長会議が開催され、自然環境保全や賢明な利用に関

する情報交換、国内条約湿地拡大に向けた取り組み、ラムサール条約関係事業

が行われている。今後は会議を通して、他のラムサール条約湿地関係者との事

業連携などを進める必要がある。 

②シンポジウムの開催

2016 年(平成 28 年)に開催した佐潟 20 ラムサールフェス「まちなか編」では、

先進地事例として宮城県仙北平野のラムサールトライアングルでの活動報告が

あり、本市の今後の取り組みの参考となった。 

今
後
の
取
り
組
み

○関係組織の協働 

 他湿地と様々な活動の活性化につながる情報交換を行うとともに、関係組織

と引き続き連携を図り、ラムサール条約の普及啓発、水鳥及びその生息地であ

る里潟の自然環境を保全する。 

また、国内で越冬する水鳥の飛来に合わせて、他の越冬・中継地と情報交換

を行い、国内の水鳥の飛来状況などを把握し、渡り鳥とその重要な生息地の保

全につながるネットワークを構築する。 

実施主体 
環境政策課

地域課 地域住民 有識者 市民団体 水鳥・湿地センター


